
資料１４ 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

（改正後の抜粋） 

※ 下線は事務局が加筆 

 

第８９条の３ 地方公共団体は、単独で又は共同して、障害者等への支援の体制

の整備を図るため、関係機関、関係団体並びに障害者等及びその家族並びに障

害者等の福祉、医療、教育又は雇用に関連する職務に従事する者その他の関係

者(以下この条において「関係機関等」という。)により構成される協議会(以下

この条において単に「協議会」という。)を置くように努めなければならない。 

２ 協議会は、関係機関等が相互の連絡を図ることにより、地域における障害者

等への適切な支援に関する情報及び支援体制に関する課題についての情報を共

有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた体制の

整備について協議を行うものとする。 

３ 協議会は、前項の規定による情報の共有及び協議を行うために必要があると

認めるときは、関係機関等に対し、資料又は情報の提供、意見の表明その他必

要な協力を求めることができる。 

４ 関係機関等は、前項の規定による求めがあった場合には、これに協力するよ

う努めるものとする。 

５ 協議会の事務に従事する者又は従事していた者は、正当な理由なしに、協議

会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

６ 前各項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協

議会が定める。 

 

第１０９条 （略） 

２ 第１１条の２第２項、第２０条第４項（第２４条第３項、第５１条の６第２

項及び第５１条の９第３項において準用する場合を含む。）、第７７条の２第６

項又は第８９条の３第５項の規定に違反した者は、１年以下の懲役又は１００

万円以下の罰金に処する。 


